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１．はじめに 

 近年，河道の維持管理を行う上で，河道の被

災リスクを把握する技術が求められている1)．

流下能力2)や堤防の浸透破壊3)等の被災リスク

評価はあるが，侵食による被災リスクの評価

方法は経験的4)なものが多い．重枝ら5)は，安

定河道が形成される条件を基準(以下，安定河

道の条件)に河道の被災リスクポテンシャル

評価を行い，その有用性を示した．本研究は，

これまでの研究6)を発展させ，室内実験に基づき，「安定河道の条件」を基準に，流量変化時の河道の応答を把握

し，被災リスクポテンシャルの高い条件を検討したものである． 

２．実験データの概要 

本研究では，定常および非定常流下の河床変動実験データを用い

た．非定常流下のデータには，Case-USW1のようにCase番号の頭にU

を付している．定常流の実験結果には，福岡・山坂7)(Case-SW1，2)，

平野8)(Case-SW3)，重枝ら6)(Case-CW1~3，Case-NW1，Case-CB1，2)を

用いた．Case-SWは自然河道を想定した川幅・水深に制約がなく川幅

が拡幅する条件で，Case-NW1は川幅・水深に制約がなく川幅が縮小す

る条件で，Case-CBは護床等で河床位に制約がある条件で，Case-CW

は護岸等の影響で川幅の拡幅に制約がある条件で実施した実験であ

る．これらに加え，本研究では自然河道を想定した川幅・水深に制約

がなく川幅が縮小する条件での実験(Case-NW2，3)を実施した．非定

常流の実験には，川幅・水深に制約がないCase-USW1の実験結果6)に加え，川幅・水深に制約がなく縮小過程にあ

る条件(Case-UNW1，2)，護岸により川幅に制約がある条件(Case-UCW1)で実験を実施した．実験に用いた実験装

置を図-1に，各Caseの実験条件を表-1に示す．なお，測定方法は重枝ら6)と同様である． 

３．安定河道の発生条件と河道の応答との関係と被災リスクポテンシャルの高い条件の検討 

 図-2に，結果の整理に用いた重要な諸量と定義図を示す．ここに，安定河道の断面平均スケール(ℎ 𝑑𝑅⁄ , 𝐵 𝑑𝑅⁄ )，

動的平衡状態にある無次元掃流力𝜏∗𝑠，平均水深ℎ，河積𝐴，水面幅𝐵，河床材料の代表粒径𝑑𝑅，無次元河道形成流

量𝑄 (𝑔𝐼𝑑𝑅
5)

1 2⁄⁄ ，河道形成流量𝑄，河床勾配𝐼，流速係数𝜙，断面平均流速𝑈，摩擦速度𝑢∗𝑠，自然安定河道の𝜏∗𝑠と

川幅水深比𝐵/ℎとの関係を規定す

る係数𝐾である． 

図-3に，定常流量での実験結果

と「安定河道の条件」である無次

元掃流力𝜏∗𝑠と川幅水深比𝐵/ℎとの

関係と𝐾値と勾配𝐼との関係の比

較を示す．図中の矢印は，平衡状

態に至るまでの河道の応答方向

を表している．また，図中の茶枠

の範囲は，既存の安定河道に関す

るデータ 9)に基づき定められた

「安定河道の条件」であり，この範囲内にあるデータは「安定河道の条件」を満たす．これらより，(1)Case-SW1~3

 
図-1 実験装置の概要 

 
図-2 重要な諸量と定義図 

表-1 実験条件 

 

 
図-3 定常流量での実験結果と「安定河道の条件」との比較 
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とCase-NW1~3では，いずれも平均的な安定河道の𝐾値へ近づくこと，(2)Case-CW1と2では，現況河道の川幅は，

安定河道幅より狭いが，護岸の影響で川幅が拡幅できないため，安定河道の𝐾値より大きな値で安定した後，勾

配が変化すると平均的な安定河道の𝐾値で安定すること，(3)Case-CW3では，現況河道の川幅より安定河道幅が狭

いが，護岸の影響を受け全幅で流れが生じ川幅が縮小できず，安定河道の𝐾値より小さな値で安定すること，

(4)Case-CB1では護床の影響が小さくCase-SW1~3と同様な傾向を示すこと，(5)護床の影響を受けるCase-CB2では，

河床が低下できず，安定河道の𝐾値より小さな値で安定すること，などが確認できる．Case-NWの結果に着目す

ると，初期河道が安定河道条件の複列砂州領域の境界付近にあるCase-NW1では，勾配の変化により複列砂州領域

の安定河道領域外へ遷移すると，単列砂州の安定河道領域の平均的な𝐾値の河道に応答すること，初期河道が安

定河道の条件外にあるCase-NW2ではCase-NW1と同様に単列砂州の安定河道領域の平均的な𝐾値の河道に応答す

ること，一方で，安定河道条件の複列砂州領域境界内にあるCase-NW3では，複列の安定河道領域の平均的な𝐾値

の河道に応答することが確認できる．これらを踏まえると，以下の状況で河岸や護岸の被災リスクポテンシャル

の高くなると考えられる．(1)Case-CW1と2のような条件では河道が拡幅しようとする応答を河岸や護岸が押さえ

るため，河岸や護岸の負荷が大きくなる．(2)Case-NW1，2の条件では河床低下が促進されるように河道が応答す

るため，河岸や護岸の基礎より河

床が低下する可能性が高くなる． 

４．流量変化時の河道の応答 

 図-4に，非定常流量での実験結

果と「安定河道の条件」である無次

元掃流力𝜏∗𝑠と川幅水深比𝐵/ℎとの

関係と𝐾値と勾配𝐼との関係の比較

を示す．図-4中の矢印は，表-1中の

流量変化による河道の応答方向を

表している．これらから，川幅・河

床に制約のないCase-USW1は，増・

減水時のいずれも𝐾値は，安定河道範囲内に留まっており，その応答は図中の橙色の矢印①〜③となる．この応

答は河床が上昇する応答であるため，流下能力の低下が懸念される．𝐾値が複列砂州の安定領域の境界付近にあ

るCase-UNW1では，初期流量時は図中の紫色の矢印①のように安定河道範囲内に留まっているものの，増水時に

は②のように複列砂州の安定河道領域外に応答し，減水時には③のように単列砂州の安定河道領域に向かって応

答する．この応答は上述のように河床が低下する応答であるため，護岸付近の河床低下が懸念される．𝐾値が複

列砂州の安定領域内にあるCase-UNW2では，Case-UNW1とは異なり，減水時にも複列砂州の安定河道領域の境界

付近に止まり比較的安定している．護岸により川幅に制約があるCase-UCW1では，流量の増減とともに，𝐾値は

増減する．今回の実験ではピーク流量を超えると𝐾値はCase-CW1と2のような状況となり，河道が拡幅する応答

を河岸や護岸が押さえ，河岸や護岸の負荷が大きくなると考えられる．このように，「安定河道の条件」を基準

とすれば，流量ハイドログラフ中のどの波形で被災リスクポテンシャルが高くなるかを把握できると考えられる． 

5．おわりに 

 本研究から，「安定河道の条件」を基準として，(1)𝐾値が流量増加により「安定河道の条件」より大きくなる

場合，河道が拡幅する応答を河岸や護岸が押さえるため，(2)𝐾値が複列砂州の安定河道領域境界付近にある場合，

河道は単列砂州領域へと遷移し河床が低下する応答のため，河岸や護岸の被災リスクポテンシャルが高まること

が確認された． 
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図-4 非定常流量での実験結果と「安定河道の条件」との比較 
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